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序　　　　　文

日本国政府は、スワジランド王国政府の要請に基づき、同国全土に係る地図情報作成調査を実施す

ることを決定し、国際協力事業団がこの調査を実施することといたしました。

当事業団は、本格調査に先立ち、本件調査を円滑かつ効果的に進めるため、平成11年 1月 10日よ

り2月7日までの29日間にわたり、建設省国土地理院地理調査部長　永井　信夫氏を団長とする事前

調査団（Ｓ /Ｗ協議）を現地に派遣しました。

調査団は本件の背景を確認するとともにスワジランド王国政府の意向を聴取し、かつ現地踏査の結

果を踏まえ、本格調査に関するＳ /Ｗに署名しました。

本報告書は、今回の調査をとりまとめるとともに、引き続き実施を予定している本格調査に資する

ためのものです。

終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

　平成11年 5 月

国際協力事業団　　

理事　泉　堅二郎
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第1章　事前調査の概要

1－1　調査の背景及び目的

（1）調査の背景

スワジランド国は南アフリカ共和国、モザンビークに隣接する人口約90万人、面積1万7,363平

方キロメートルの内陸国である。同国は地理的位置からも南アフリカの社会・経済の影響を強く

受けているが、スワジランド国政府は自立的な社会・経済の確立をめざして、SADCへの加盟、

外資導入及び産業構造の多様化促進等の努力を重ねている。

同国は第８次国家開発計画（1995～1997年）で2.5～3.0%の経済成長を見込んでいたが、砂糖産

業の低迷に始まる失業率の増加、新規投資の伸び悩み、財政収支の悪化から経済が停滞した。政

府は経済の持続性の達成、政府部門の強化、民間投資の積極的導入等を柱として従来の政策を見

直し、1997年から経済構造改革とともに第9次国家開発計画（1997～1999年）を開始し、このなか

で農業及び農産・林産加工等の基幹産業の強化、これら産業の発展に必要な基盤インフラ整備が

重要であると位置づけている。また、同政府は上記計画において荒廃地改良計画、産業地区の創

設、灌漑ダム計画、配水・電気・通信網の拡張、道路整備計画等の開発案件を計画しているが、

こうした開発計画の実現のためには、土地の現況を正確に表示した地形図が基礎情報として必要

である。

スワジランド国では従来よりオルソフォトマップが国土基本図として活用されており、この背

景には王制と識字率、同国の土地管理システムが深く関係している。同国は官僚機構に基づく行

政システムの整備を進めているが、今なお王制が敷かれ、国王をトップとして国王により任命さ

れた酋長が地域社会を司る伝統的社会構造が存続している。地域開発の実質的な決定は酋長の意

思決定によるところが大きいものの、酋長をはじめとする地方の成人の識字率は非常に低く、ラ

インマップの判読能力も低い。このため、政府機関が地域開発計画を推進し、これら計画に対す

る地域住民の参加や理解を得るには、視覚に訴える写真地図を用いて説明・協議を行う必要があ

る。また、低い人口密度、植民地時代のコンセッションに由来する大規模な土地区分から、同国

では地名により土地を分類、特定する方法が発達しておらず、地籍番号を用いた管理を行ってい

る。土地の細部を特定するには土地情報（地形や植生など）による必要があり、オルソフォトマッ

プは地形等の土地情報を視覚的に表現するだけでなく、これらを正確に縮尺化した地図として、

図上で距離、方向、面積等を計測することを可能としてきた。オルソフォトマップは、政府機関

の開発計画の実施や民事上の土地所有権の譲渡等において活用され、同国の開発を推進する役割

を果たしてきた。

しかしながら、既存のオルソフォトマップは1970年代に作成されたものであり、この間の地物



─ 2 ─

の経年変化を反映しておらず、大量の修正作業を必要としている。各実施機関において計画立案

や設計作業にあたっては、まず現地での土地情報の確認に基づいた修正作業を行わねばならな

い。また、最近、同国のいくつかの政府機関では新しい土地管理の方法としてGIS（地理情報シス

テム）の積極的な導入と構築を図っているが、これらのシステムは縮尺1/250,000～1/50,000の既存

のラインマップを用いたものであり、基本図としてのオルソフォトマップとの関連づけがないた

めに、GISの機能を十分に発揮できないという問題も生じている。

　 以上の背景から、同国政府は1/10,000の国土基本図としてのオルソフォトマップ作成に係る協

力を1997年6月、我が国政府に対して要請した。

（2）目　的

スワジランド国政府の要請に基づき、同国の開発計画の基礎資料となる同国全土に対するオル

ソフォトマップの作成を目的とする。今回は先方政府の意向、要請内容の確認を踏まえ、調査の

枠組みに関する協議及びS/Wの署名交換を目的とする。

　　

1－2　団 員 構 成

　　氏　名 担当分野 　　　　　　職　　　　位 　　　　派遣期間

　永井　信夫 総　　括 建設省国土地理院地理調査部長 1999.1.17～1.31

　木藤　耕一 調査企画 国際協力事業団社会開発調査部 1999.1.17～1.31

社会開発調査第一課

　中田　外司 精度管理計画 建設省国土地理院地理調査部 1999.1.17～1.31

地理調査第二課課長補佐　

　江川　良武 基本図計画 国際建設技術協会常務理事　 1999.1.10～2.7

/技術移転計画

　森　　　尚 調査事業計画　 国際建設技術協会調査役　 1999.1.10～2.7

1－3　協 議 概 要

（1）在南アフリカ日本国大使館との打合せ

　 大使館からは、スワジランド国では国王自らが日本との国交へ力を入れようとしており、本年

2月には日本企業誘致を目的として南アフリカで投資セミナーを開催する意気込みであること、

本案件の実施は我が国無償資金協力による地下水開発案件に引き続き、先方のプライオリティー

の高い案件の実施となること、また、同国政府はダム、灌漑施設計画、水力発電計画、道路整備

計画等の実施を計画中で、これら計画の実施に際して、本件のアウトプットは非常に有益になる

と考えられるとのコメントがあった。
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（2）JICA南アフリカ事務所との打合せ

　 事務所長から、先方政府は日本の技術協力について高い期待を有していること、非常に協力的

でレスポンスが早いことから、今回の調査はスムーズに進めることができると思われる旨、説明

があった。また、スワジランド国は南アフリカの経済圏にあるものの、両国間の関係は良好であ

り、資機材の通関等も全く問題ないとのコメントがあった。

（3）スワジランド国測量局とのS/W協議

　 スワジランド国測量局のMhlanga局長は調査団に対し、本調査の実施について深い感謝の意を

示すとともに、本格調査を通じた技術移転に強く期待している旨表明した。調査団は測量局の所

掌業務、実施能力の調査を踏まえ、対処方針に沿ってS/W協議を行った結果、1月27日に署名交換

を行った。先方署名者はMhlanga測量局長、天然資源･エネルギー省Ceko次官、経済企画省Hlophe

次官、我が方は永井団長であった。主な協議結果は次のとおりである。

（a）航空写真撮影

　 撮影縮尺について当初先方要請では1/20,000であったが、調査団より同縮尺ではモデル数が

膨大になり、事業の効率確保が困難になると考えられる旨説明し、1/30,000が妥当であると提

案したところ、先方もこれを理解し同意を示した。また、カラー撮影の選択については、先方

に複製能力がないため、要請どおり白黒撮影とすることとした。天候不順等の理由により写真

撮影が当初予定期間に完了しない場合は、双方の協議事項となる旨をM/Mにて確認した。

（b）航空写真のスキャニング精度

　 先方は今回作成する1/10,000オルソフォトマップについて従来の1/5,000のオルソフォトマッ

プと同程度の画質を期待しており、デジタルフォトグラメトリーによる航空写真の走査及び出

力での画質の劣化を懸念して、最終出力（600dpi）に対応したスキャニング精度としたい旨要望

した。調査団としても、画質を確保したいとの意図は理解でき、オーバースペックとは考えら

れないので、S/W中にその精度（約15ミクロン）を記載することとした。

（c）標定点測量、刺針作業及び現地調査

　 標定点測量、刺針作業及び現地調査は先方の協力により実施することで合意した。また、先

方より保有する地籍データもオルソフォトマップに取り込みたいとの要望が示された。調査の

結果、同国において地籍データは基本図の必須の構成要素であることが判明し、測量局の業務

のなかで地籍測量の推進が重要課題であると認められたため、要望を受け入れることとした。

ただし、取り込みに必要なデータ変換作業は先方が実施することを確認し、M/Mに記載した。

（d）等高線間隔

　 先方より等高線間隔は10メートルを一般とするが、平坦部では5メートルとしたい旨要望が
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あった。本格調査では等高線はDTMによる自動発生を最大限活用する方法をとるため、平坦部

を他の地域より密に設定しても作業量の変化は少なく、先方要望に沿ってS/Wに追記すること

とした。

（e）座標系

　 使用する座標系は現行のローカル座標系によることを確認し、M/Mに記載した。

（f） 資機材供与

　 先方より本格調査終了後に調査用資機材を譲渡してほしい旨の要望とともに、希望する資機

材リストが提示された。調査団からは要望の妥当性についてはJICA本部での検討事項となる旨

回答し、M/Mに記載した。

（g）情報公開

　 今回の成果品は一般公開が原則であることを確認し、M/Mに記載した。

（h）先方負担事項

　 先方負担事項のうち、運転手付き車両の提供以外は問題ない旨説明があった。現在の測量局

の予算では車両及び運転手の提供は困難なため、日本側で負担してほしいとの要望があり、こ

の旨JICA本部へ伝えることとし、M/Mに記載した。

（i） カウンターパート研修

　 本邦でのカウンターパート研修に対する強い要望があり、要望をJICA本部へ伝える旨M/Mに

記載した。

（4）スワジランド国関係機関の訪問、打合せ

オルソフォトマップの利用者である農業省及びその他のインフラ関係部局を訪問し、地図の利

用目的について確認を行った。

同国の地方部では人口が分散して居住しており、村落が形成されない傾向にある。このため、

地方部での配水や電化計画は敷設予算が大きくなる可能性があり、効率的な整備が課題となって

いる。各実施機関とも、計画に際しては、住戸のみならず、学校や地方センターなどの公共施設

の位置、住戸・施設の規模などの情報収集を基に立案し、計画内容を居住者にフィードバックし

て必要な修正作業を行うプロセスをとっているが、ここ20年間の開発による土地利用の変化、自

然条件の変化は相当大きく、各実施機関では、まずベースマップの現地での確認及び修正作業を

強いられ、作業量が膨大になっている。また、いずれの実施機関も、地方部では識字率が低いた

めに、地域住民に対する説明はラインマップではなく、オルソフォトマップによらなければなら

ないことを強調した。

農業省の土地利用計画部局、天然資源・エネルギー省の地方電化部局では、 FAOの援助や南

アフリカのコンサルタントの活用によって、土地情報の新たな管理方法として既存の小縮尺の基
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本図（1/250,000、1/50,000）を用いたGISを導入している。しかし、小縮尺では表示可能な土地情報

に限界があるため、GIS専門のスタッフの確保や育成といった課題はあるが、次の移行ステップ

として1/10,000のGIS構築を検討中である。本調査においてGISのコア部分を構築し、オルソフォ

トマップをこの背景図として位置づけることができれば、オルソフォトマップの活用を高めるこ

とが可能であり、各実施機関は本調査のアウトプットに大きな期待を寄せている。

なお、オルソフォトマップの最大のユーザーである農業省にとっては、本調査の実施により土

壌浸食の状況把握が容易となることもあり、本調査に必要な協力は惜しまない旨表明があった。

（5）UNDPスワジランド事務所との意見交換

UNDPが同国の基幹産業である農業分野での協力を行ってきたとの背景から、UNDPの活動状

況について確認し、意見交換を行ったところ、以下のコメントがあった。

・現在、UNDPは予算の関係からプロジェクトの実施よりも、戦略づくりやコンサルタント業

務が中心となっている。UNDPでは2022年を目標としたスワジランド国国家開発ビジョンを

策定したところであり、既にスワジランド国側にドラフト版を提出した。しかし、同国内部

での承認手続きの問題から、いまだオーソライズされていない。正式承認されない理由とし

ては、スワジランド国の意思決定システム上の問題点と、同ビジョン策定に際しては政府機

関のみならず、NGO、労働団体等の見解も盛り込んだために比較的ラディカルな内容も含ま

れているため、と考えられる。

・同国では、国王をトップとする伝統的な意思決定システムと官僚機構をベースとする行政シ

ステムが並立しており、国家としての統一的な意思決定手続きが明確に規定されておらず、

また国王の意思決定権が強いために、時として混乱を来す場合がある。2年前より憲法を草

案しているが、いまだ完成していない。また、地域社会は実質的には酋長が司っており、彼

らをどのようにインボルブするかが地域開発計画上の大きな課題である。彼らの識字率の低

さも、ハードルとなっている。同国はGNPは高いものの、所得格差、女性の社会的地位の低

さ、人権の保障等の問題があり、近年は治安も悪化している。

・今回のJICAの地図情報作成調査は地域開発計画の推進に有益であり、非常に興味深いと考え

ている。
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第2章　本格調査への提言

2－1　本格調査の目的と基本方針

（1）本格調査の背景

今回の事前調査におけるスワジランド国測量局及び関係機関との協議結果、現地調査の結果を

まとめると、次のようになる。

1）　オルソフォトマップ活用の背景

スワジランド国においてオルソフォトマップが活用されている背景には、主として識字率の

低さ、土地細部の特定手段をもたない土地制度がある。同国の識字率は７割程度にとどまって

おり、特に地方部の成人の識字率は非常に低いために、住民のラインマップの解読能力、文書

読解能力は期待できない。このため、同国政府機関は開発計画の実施にあたり、計画基本図と

してオルソフォトマップを使用してきた。また、植民地時代のコンセッションに由来する大規

模な土地面積区分、地形・景観と無関係に定められた地籍境界、地方部において住民が村落を

形成せずに分散して居住することから、地名による土地の特定が発達せず、地籍番号を用いた

管理を行い、土地の細部の特定はオルソフォトマップから得られる土地情報に依存してきた。

2） 地籍データの取り込み

今回のS/W協議において、先方はオルソフォトデータに既存の地籍データを取り込むことを

要望した。測量局にとって地籍データの維持管理は重要な業務の一つであり、情報・サービス

課は地籍図の閲覧又は購入を目的とした顧客への対応に力を注いでいる。現在、地籍境界及び

地籍番号は既存の1/50,000ラインマップに表示されている。政府機関が地方住民からインフラ

整備等の陳情を受ける場合、場所の特定は地図及びそれに対応する地籍ブックレットの参照に

よって行われている。しかし、1/50,000ラインマップは改訂版が発行されておらず、正確な土

地情報を網羅していないこと、また判読できる住民も限られてしまうことから、今回作成のオ

ルソフォトマップが地籍データを表示したものとなれば、サービスの大幅な改善につながると

期待されている。

3） 測量局の実施体制

測量局は1998年まで英国Ordnance Surveyより技術、組織運営等につき多大の援助を受けてき

た。援助にあたって設定された測量局の課題は、①組織管理能力の向上、② サービスオリエ

ンテッドな組織への転換、③コンピューター化の推進であった。①の組織管理能力の向上につ

いては、3人の課長を設け、責任の下方委譲、能動的管理者の育成を図ったと見られる。②の

サービスオリエンテッドな組織への転換については、他機関へのコンサルティング、パンフ

レットの作成等に力を入れており、定着しつつある。スワジランド国では、現在、政府機関の
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生産性向上運動が盛んに行われているが、局長をはじめとする職員の努力と英国の適切な指導

の結果、測量局は他の政府機関の模範とされ、南アフリカ国測量局も高く評価している。

測量局が属する天然資源・エネルギー省の総人員は315名であり、測量局の職員実数は60名

である。業務が多くの工程に分かれる現業的組織において、すべての工程を内製によるものと

し、作製技術を更新していくとすれば、最低でも測量・地図作製に従事する人員は50名程度が

必要である。しかし、管理部門、サービス部門を除いて、測量・地図作製に直接従事する測量

局の人員は20名弱にすぎない。このような限られた人員のなかで、測量局は専ら地籍測量のみ

を直営で実施し、航空写真撮影、空中三角測量、標定点測量、製版・印刷を南アフリカの民間

会社に委託して実施している。中縮尺図の図化・編集及び修正に必要なデジタル作業について

も、経験がない模様である。

４）デジタルフォトグラメトリーの採用とGIS

本調査は1/10,000という大縮尺によりスワジランド全土1万7,363平方キロメートルを対象と

するものであるため、従来のアナログ手法では非常に経費がかかることになるが、デジタル

フォトグラメトリーの採用によってコストの削減が図られることになる。また、従来、オルソ

フォトマップは画像変換から写真焼付けの工程を経て作成される非デジタルデータであった

が、デジタルフォトグラメトリーによってラスターデータとして管理し、GISの背景図として

利用することが可能となるため、進行中又は構想中の多数の開発計画が同一の地理情報基盤の

上で、立案、比較分析、進行管理、評価できることとなる。

5） 技術移転

本格調査における技術移転項目を抽出すると、次の分野が考えられる。

①　デジタルオルソフォトマップ作成工程の説明・指導

②　地籍データ変換作業に対する指導・助言

③　オルソフォトデータの維持管理に対する指導・助言

④　GISの利用に関する指導・助言

①に関しては、測量局が自らデジタルオルソフォトマップを作成することは、技術的にも予

算的にもすぐには実現し得ないと考えられるが、本格調査の調査工程及びデジタルオルソフォ

トマップの基本構成に対する理解を促すものとして、不可欠である。特に、デジタルフォトグ

ラメトリーの採用によって、一部の作業工程は国内作業が主体となり、かつそれら作業はバッ

チ処理の多用によってブラックボックスとなるため、この項目は必ず行うべきものと考えられ

る。また、②の地籍データ変換作業は先方実施事項であるが、測量局の技術力を考慮すれば、

GISソフトウェアへ地籍データを問題なく取り込むために、本格調査団から適切な指導を行う

ことは調査の効率性の観点からも望ましい。③及び④は、測量局がサービスオリエンテッドな

組織へ転換することを更に後押しするものとして重要な分野である。本格調査終了後、この分
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野での技術移転が、測量局を媒介としてGIS導入を図っている他の実施機関にも波及し、同国

政府機関全体を底上げすることになると考えられる。

以上のことから、調査の基本方針は以下のようになると考えられる。

1） 大規模な地図情報作成調査であるため、デジタルフォトグラメトリーの活用により、低コ

スト化、省力化を図り、事業の効率性を確保する。

2） 先方実施機関である測量局の実施体制を考慮し、技術移転分野については、オルソフォト

マップ作成技術のみならず、地図情報の効果的な活用を促進するために、オルソフォトデー

タの維持管理方法やGISの利用手法等も含めることとする。

（2）調査の目的

本格調査の目的は次のとおりである。

1） スワジランド国における開発計画の円滑な実施を目的として、同国全土のデジタルオルソ

フォトマップ（1/10,000）を作成する。

2） スワジランド国測量局及びその他関係機関を含めて、オルソフォトマップ作成技術、GIS

利用手法等に関する技術移転を実施する。

2－2　本格調査の調査項目（案）及び調査内容（案）

（1）　国内準備作業

1）インセプションレポートの作成

（2）第１次現地調査及び第１次国内作業

1） インセプションレポートの説明・協議

2） システム設計

測量局、オルソフォトマップのユーザーとなる他の実施機関の実施体制を調査し、維持管理

が容易でかつコストの低廉な地理情報システムを想定し、本調査におけるオルソフォトデータ

の運用システムを計画する。

3） 航空写真撮影

現地再委託により同国全土の航空写真撮影を実施する。写真撮影に際し、各写真の主点の概

略位置等をGPSにより取得しておく。

4） 撮影地点計算

　 撮影地点の概略位置をGPSデータを用いて算出する。

5） 航空写真のスキャニング
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スキャニング精度14ミクロンで、取得した航空写真をスキャンする。なお、スキャンデータ

の記録媒体はCD-ROMとする。

6） タイポイント選定・相関・観測

デジタルフォトグラメトリーを用いて、バッチ処理によりタイポイント選定・相関・観測を

行う。

7） 標定点測量及び刺針

標定点測量及び刺針作業は先方実施事項であるが、測量局の技術力を考慮して、作業計画策

定及び現地調査の実施に協力する。

8） 標定点観測及び成果の入力

標定点を写真上で立体視しながら同定し、成果をデジタルフォトグラメトリーに入力する。

9） 空中三角測量計算

デジタルフォトグラメトリーを用いてバッチ処理により実施する。空中三角測量の残差を点

検し、必要に応じて不足のタイポイントの増設、観測不良点の再測定若しくは抹消を行う。

   10） DTMファイルの分割

全モデルに対しDTMを発生させる範囲（DTMファイルの範囲）をあらかじめ測地座標で指定

する。その際、オルソフォトの品質確保のため、DTM発生範囲は隣接モデル間で重複させるも

のとする。

   11) DTMポイントの自動相関及び発生

全モデルのDTMを、エピポーラ画像を取得のうえ、バッチ処理により発生させる。DTM間

隔は40メートルとする。

   12) 等高線発生

等高線はDTMより自動発生させる。この段階での等高線間隔は5メートルとする。

   13) オルソフォトファイルの分割及びオルソフォト変換

全モデルに対して、あらかじめオルソフォトを発生させる範囲を測地座標で指定する。この

際、隣接のファイルが重複しないように留意する。この後、全モデルのオルソフォトをバッチ

処理により発生させる。

（3）　第２次現地調査及び第２次国内作業

1) 等高線の補正

森林地帯等、自動発生した等高線とオペレーター描画等高線の差が2.5メートルを超える場

合には、DTMをマニュアルで補正するか、または地勢線の挿入によって補正を行う。

2） オルソフォトの不良箇所の修正

オルソフォトをディスプレイ上で点検し、不適切なDTMに起因する画像の流れが認められ
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る場合、DTMをマニュアルで補正するか、または地勢線の挿入によって画像補正を行う。

3） 行政界・地名データの取得

既存の1/5,000のオルソフォトマップ、現地調査等によって行政界・地名データ等を取得す

る。本作業は先方実施事項であるが、必要に応じて日本側より作業の実施監督を行う。

4） 図化

自動車通行可能な道路、主要な水路、湖沼、行政界をオルソフォトのレイヤーとして図化す

る。

5） 編集・構造化

上記図化データを編集・構造化する。植林地帯等、精度が得られない地域については、5、

15、25メートル等の等高線を削除する。また、等高線が密になりすぎる場合も、同様の処理を

する。

6） 地籍データベースの変換

測量局の保有する地籍データベース（現在はUNIGIS対応）をオルソフォトデータに取り込む

ための変換作業を実施するが、地籍データのうちトポロジーデータについては再入力する必要

がある。本作業は先方実施事項であり、日本側は技術指導・監督を行う。

7） DTMファイルの再編集

上記作業により作成した隣接DTMファイルについて、重複DTMの削除等により、シームレ

スなDTMファイルを作成する。

8） 印刷データ作成

データの図葉切り出し、切り出したデータとオルソフォトの重ね合わせ、画像の鮮明化処理

を行う。仮出力を行い、必要に応じて再処理を行う。

9） CD-ROM及び印刷図作成

所定のイメージセッター及びインクジェットプロッターに適合するCD-ROMを作成するとと

もに、イメージセッターにより印刷図を作成する。

   10） ドラフトファイナルレポートの説明・協議、技術移転セミナーの実施

ドラフトファイナルレポートを説明するとともに、先方測量局及び関係実施機関を対象とし

て、デジタルオルソフォトマップの活用手法等について技術移転セミナーを実施する。

（4）第3次国内作業

1） ファイナルレポート及び最終成果品（オルソフォトデータ等）の作成

2－3　本格調査の調査工程（案）

図2-1に本格調査の調査工程（案）を示す。
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2－4　その他の留意点

（1）在来座標系の採用について

隣国の南アフリカ共和国では1999年1月1日をもって従来のローカル座標系から国際的座標系

WGS84に切り替えている。今回の協議で確認したところ、スワジランド国側は必要な労力、経費

の点から座標系を変更する意志をもたず、M/M記載のとおり、本調査ではローカル座標系を適用

することとなった。しかしながら、南アフリカ側では1/50,000地形図の相当量をベクトルデータ

に置き換え、未ベクトル化の図葉についても行う用意があること、また、例えばKomati川流域開

発計画のように、両国にまたがるインフラ整備においては、共通の座標系による方が効率的であ

ることを考えれば、今後、スワジランド国内において、地図ユーザー側からの要請によって座標

系変更に早期に取り組む必要が生じる可能性もある。したがって、今回のオルソフォトマップの

図葉について、再分割を容易にする方策を考慮しておく必要があると考えられる。

（2）GISソフトウェアについて

本調査では、オルソフォトマップを再加工・利用するためのシステムを検討する必要がある

が、測量局及びその他の部署では英国の技術援助によりMicrostationが導入されている。本調査で

使用するGISソフトは、Microstation及び新しく導入予定のMicrostation Jをベースに拡張可能なGIS

ソフト、例えば、Microstation Geographics、Descartes等を考慮すべきであろう。

（3）その他の作業条件

1） 許認可、手続き等

本格調査の実施において、現地調査を行う際に留意すべき許可等は以下のとおりである。

・現地基準点測量等の実施が国外に及ぶ場合の許可については、スワジランド国側で手続き

をとる。

・空中写真撮影を外国企業が行う場合の撮影許可取得、その他必要な手配は当該会社がすべ

て行い、関係機関からの照会があった場合には、測量局がエンドースを行うこととなって

いる。

・現地調査時の立入許可については、測量局が事前に酋長の了解取り付けなどの必要な手配

を行う。

2） 気象条件

スワジランド国では乾期は5月から8月であり、なかでも5～7月の3か月間は好天に恵まれる

可能性が高く、雲量は夏期の半分以下である。しかし、標高によって気象条件が異なり、西部

の標高地では山岳気象の影響を受け、乾期においても日照時間がやや少なく、降雨量も多い。
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1. 調査行程

日順 月日 曜日 永井、木藤、中田 江川、森

1 1月10日 日 東京発香港経由

2 1月11日 月
香港経由ヨハネスブルク着
JICA南アフリカ事務所打合せ、在南アフリ
カ日本国大使館表敬

3 1月12日 火 南アフリカの測量事情調査

4 1月13日 水 プレトリアからムババネへ移動（陸路）

5 1月14日 木 スワジランド国測量局表敬、打合せ

6 1月15日 金
測量局との打合せ、オルソフォトマップ利
用関係機関との打合せ

7 1月16日 土
南部、東南部ミドルフェルト、ロウフェル
ト地域の現地踏査

8 1月17日 日 資料整理

9 1月18日 月 測量局とのS/W予備協議

10 1月19日 火 団内打合せ

11 1月20日 水
測量局・打合せ、天然資源・エネルギー省次官表敬、経済企画省表敬、経
済企画省表敬、農業省表敬、測量局内部視察

12 1月21日 木 測量局とのS/W協議、荒廃地現地視察

13 1月22日 金 地方給水計画局打合せ、電力部門打合せ、UNDP現地事務所との意見交換

14 1月23日 土 北部、東北部ミドルフェルト地域の現場踏査

15 1月24日 日 団内打合せ

16 1月25日 月 農業省土地利用計画局打合せ、測量局とのS/W及びM/M協議

17 1月26日 火 測量局とのM/M協議

18 1月27日 水 天然資源・エネルギー省大臣表敬、S/W及びM/M署名交換

19 1月28日 木 ムババネからプレトリアへ移動（陸路）

20 1月29日 金 JICA南アフリカ事務所、在南アフリカ日本国大使館報告

21 1月30日 土 ヨハネスブルク発香港経由 現地再委託調査

22 1月31日 日 香港経由東京発 ヨハネスブルク発ケープタウン着

23 2月 1日 月
南アフリカ測量局との打合せ、ケープタウ
ン発
ヨハネスブルク着

24 2月 2日 火 現地再委託調査

25 2月 3日 水 現地再委託調査

26 2月 4日 木 現地再委託調査

27 2月 5日 金 JICA南アフリカ事務所報告

28 2月 6日 土 ヨハネスブルク発香港経由

29 2月 7日 日 香港経由東京着
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2. 主要面談者

（1）　スワジランド国天然資源・エネルギー省

　Prince Guduza 大臣

　Sandile B. Ceko 次官

　Albert B. N. Mhlanga 測量局長

　Leanard S. Mdluli 測量局　測地課長

　Esau S. Dlamini 測量局　情報・サービス課長

　Sydney B. Simelane 測量局　写真測量課長

　Cyril Kanya 地方水供給プロジェクト担当官

　Absalon Zikalala 地方水供給プロジェクト担当官

　Peterson V. D. Dlamini 電力部門担当官

　Henry D. Shongwe 電力部門担当官

（2）　スワジランド国農業省

　Absalom V. Mamba 次官代理

　Sidney Dlamini 技術主任（荒廃地改良計画担当）

　Bongani Masuku 土地利用計画局担当官

（3）　スワジランド国経済企画省

　Ephraim M. Hlophe 次官

（4）　スワジランド国その他関係機関

　Stephen Zuke Swaziland Environment Authority

　Moses Sithole Swaziland Electricity Board

　Selby Mnisi Post and Telecommunications

（5）　UNDPスワジランド事務所

　西本　伴子 副事務所長

（6）　在南アフリカ日本国大使館

　大塚　聖一 公使

　靭　邦明 三等書記官

（7）　JICA南アフリカ事務所

　下村　則夫 所長

　中村　俊之 所員
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3. 現地調査の概要

3.1　スワジランド国測量局の組織と実施体制

3.1.1　組織及び予算

（1）国家組織と測量局

スワジランド国では王国制が敷かれ、同国の国家機構は王を頂点として図3.1のような構

造となっている。このような機構の下に、スワジランド国では首相が任命され、14の省庁に

よって内閣が構成されている。

測量局はこのうち、資源エネルギー省（Ministry of Natural Resources and Energy）に属し、

同局の総人員は315名である。資源エネルギー省内では水資源局の133人、地質調査所の109

人と比較すると、地方水道局とともに大きな組織である。我が国に比べ、国土の面積は

1/20、人口は1/120（91万2,878人;1997年）であることを考慮すれば、我が国の国土地理院に比

べた当測量局人員の1/10弱は決して過小とはいえない。現在、測量局はSurveyor Generalを長

として三つの部から構成されており、Surveyor Generalと3人のAssistant Surveyor Generalによっ

て運営されている。

測量局の組織図を図3.2に示した。
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（2）測量局の歴史と役割

スワジランド王国は1968年に独立したが、独立後も引き続き基本図については英国の、地

籍についてはプレトリアにある南ア共和国トランスヴァール州管轄のSurvey General Office

が業務を担当していた。

その後測量局は1973年に英国OS（Oversea Survey）より独立して、スワジランド国 Survey

General Officeが創立されたが、初代のSurveyor Generalは南ア共和国人が就任し、また1998

年までは技術、組織運営等につき英国の多大なる援助を受けてきた。1995年には、Surveyor

General Department（以降SGDと呼ぶ）として現在の測量局が生まれた。現在のSurveyor Gen-

eral（以降測量局長と呼ぶ）は第４代にあたり、経験、人格、指導力に優れた人材で、昨年訪

日の経験もある。

SGDの役割は、スワジランド王国の特性にあった国土管理のための地籍測量等と地形図作

製の中心的機関として、航空写真測量と地形図作製に関与するとともに、関連する機関に必

要な助言を与えるものである。　　

また、天然資源・エネルギー省の内局にあって、SGDは他の行政機関、民間会社及び公共

機関に対して、土地の公簿図面作製、土地の取得・移転にかかわる公的データの整備に必要

な情報提供サービスを行うことも大きな役割となっている。　

（3）測量局の予算

SGDの年間予算は、政府予算が著しく逼迫していることから非常に少ない（邦貨にして約

6,750万円）うえに、同局予算の3/4が人件費で消え、残りが材料費、外業経費や委託費に充て

られている。

なお、地図等の成果品販売による歳入は国庫に納められる仕組みになっている。

＜SGD（測量局）の予算＞

内　　訳 ’96年次実績 ’97年次計画 ’96年次計画

総　予　算 E2,213,830 E3,106,156 E3,376,156

内人件費 E1,506,453 E2,258,732 E2,515,774

人件費の占める割合 68.0% 72.7% 74.5%

           　出典；The Government of the Kingdom of Swaziland-Natural Resouces and Energy.
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 3.1.2　業務の内容・実績と作業体制　

（1）地形図関連業務の内容

SDGは、国土の測量と地形図作製にかかわるサービスの提供を基本的な業務内容としてお

り、具体的業務としては、「測量局事業計画（“BUSINESS　PLAN”、1998年）」に以下のよう

なものがあげられている（収集資料番号 9）。

・国家のニーズにあった達成可能で精密かつ最新の地図の作製と維持管理。

・効果的な国土開発と維持管理に資する測量成果の、政府関係機関に対する提供。

・国家開発の基礎となるスワジランド国の測量基準、体系の運営管理。

・測量と地形図作製に関して、政府関係機関やその他各機関等への質の高い助言を提供す

る。

・常に高品質な成果とサービスをSGDが提供できるような専門的知識を有するスタッフの

育成。

これらの戦略を掲げて、SGDは地図作製に関しては、国土全域にわたる1/5,000、1/50,000

の地形図及びオルソフォト、1/250,000地形図、また国土の一部においては1/2,500（都市部）と

1/10,000地形図、及び地籍図の作製をこれまでに実践してきた（収集資料番号11 参照）。

（2）主な実績、作業体制

スワジランド国では、国土全域をカバーする地形図として1:5,000オルソフォトマップと、

1/50,000地形図及び1/250,000地形図が広く利用されているが、これらSGDで作成された成果

は南ア共和国の援助と英国の技術的指導によって作られたものである。

これらの地形図等は編集年次が古く、1/50,000基本図を例にとると５年ごとの修正更新が

計画されていたが、実際には行われていない。

これらの基本図に加えて国土の一部においては1/2,500（都市部）図（Topo- Cadastral Map）を

作製してきたが、1998年よりこれらの都市地図のデジタルマッピング作業に着手し、1999年

の6月には作業が完了する予定となっている。

最近においては①組織管理能力の向上、②サービスオリエンテッドな組織への転換、③コ

ンピューター化の推進にあたって英国の効果的援助を受け、SGDの作業体制は強化された。

上記のような、SGDの新組織になってからの各部門の作業体制を視察した結果を以下に述

べる。

1） 地図作製課（Mapping Division）

地図作製課はAssistant Surveyor Generalの一人である Sydney Simelane 氏が課長を務め

る写真測量、図化部門であり、図化室と編集室及びGIS室がある。

図化室にはA8、B8、PG-2が各１台あり、いずれも現在稼働している。これらは、1985
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年ごろイギリスより中古品が寄贈されたもので、図化作業の操作は導入当時に英国人によ

る訓練を受けている。1995年に各機にエンコーダーが装備され、Microstation 95 による

Digital Mappingシステムが導入された。パソコンは台湾製のAcer-13がメインになってい

る。同室には現在6人の要員がおり、これらの技術者は9～10年の経験を有している。

ここでは空中三角測量の機材、能力はなく、撮影を委託する南アの航測会社に依存して

いる状況である。

同図化室では昨年（1998年）12月より、首都ムババネをはじめとする都市域の1/2,500ライ

ンマップ35面（1面;2×1.5km）のDigital Mappingに取りかかっているところであり、6月に完

了予定という（打ち出し見本；収集資料番号25）。

この1/2,500数値地形図は１面３モデルから成り、１面当たりの作業に、2、3日の現地

チェック作業を含め約１か月半を要している。

同室で得られた数値図化データは、Microsoft NetworkのLANにより隣接の編集室に送ら

れ、ここでMicrostation 95 により編集作業が行われている。編集室は通常6人の作業体制

が敷かれている。図式はDigital Mapping方式に変更してから、崖の記号等を簡略化したほ

かは基本的に変更していない。なお、編集室では現在、1/2,500地形図のほかに、1988年版

1/250,000地形図のアップデート化（3.1.3　（3）参照）に力を入れている。

GIS室では、1/2,500地形図をベースとした地籍図（Topog-Cadasral Map）の編集作図を

UNIGISと呼ばれる南ア製ソフトを用いて行っている。ただし、UNIGISはこの地籍図作業

のみに利用しているが、今後UNIGIS以外のGISソフトに切り替える予定となっているが、

現在では後継ソフトが決まっていない。同室で作製した地籍図は各ロットの Cadastral Data

としてDeed Officeに提供され、土地の登記資料となるとともに、これに基づいて課税され

る仕組みになっている。なお、図化機のメンテナンスはRegional Center for Mapping of

Resources（これはケニアに本拠を置く約10か国の共同運営機関）に委託している。

2） 測量課（Survey Division）

測量課は課長（Assistant Surveyor Generalの一人､Mdluli氏）を含め6人体制の組織である。

主に地籍測量に従事し、1筆ごとの図面（“Diagram”と呼ばれ、多くは1/1,000で我が国の不

動産登記法に基づく「地積測量図」に相当）及び地区の複数の筆をまとめて表示した“General

Plan”（「土地所在図」に相当）を作成している。

同課では6台の4駆自動車を所有しており、6班体制で作業を行う体制が築かれている。

地籍測量の作業量が同課の作業能力を超える場合には、民間会社に委託するが、発注は司

法省のRegistry of Deeds（法務局）から行われる。この場合、発注価格は平均200～300ラン

ド/Lotといわれている。
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3） 情報サービス課（Information Division）

情報サービス課はSGDの成果を複製、管理するとともに、利用者への情報サービスの窓

口となる部門で、SGDが最も力を入れている部門でもある。3人体制のAssistant Surveyor

Generalの一人であるDlamini氏が課長をしている。現在測量局の建物は大がかりな改築工

事の最中にあるが、カウンターを備えた外部からの顧客に対応するための独立した部屋を

構えている。

利用客は1日平均25名であり、その半分は基本図、残り半分は地籍図を閲覧又は購入に

来るという。測地成果の閲覧・謄本交付も行う。SGDは成果物の立派なパンフレットを作

成し、地図等の顧客の拡大・便を図っている。

航空写真密着プリンター等を保有し、航空写真の注文に対しては2日後に納品している

とのことで、サービスレベルは相当高いといえよう。地籍図の原図はSGDの当課に保管さ

れており、法務省の登記所にはコピーが渡されている。

しかし、同課では製版機材、校正機、輪転機は備わっていないため、印刷図は南アの民

間会社に委託しているのが現状である。

3.1.3   地形図等の整備状況

（1）基準点の整備状況

測量局の現在の大きな任務は基本図の整備、地籍測量の推進及びこれらにかかわるサービ

スである。このため、地形図作製の基本となる三角点（図3.3）、1級水準路線（図3.4）がそれぞ

れ図のように整備されている。また、1等水準点は高さ約1メートル、直径25センチメートル

ほどのコンクリート円柱によって固定され、図3.5に示すような「点の記」に位置が記録され

ている（写真3.1参照）。

三角網を構築する3級以上の基準点は全国で300点あり、GPS観測がなされたものはそのう

ち約60％という。

（2）航空写真

スワジランド国の空中写真は、1980年代に毎年国土の1/3ずつ分割して撮影し、全国を３

年で一巡することとしていた。これらのネガは、写真測量課のラボに保管されている。

ただし、空中写真の撮影はSGD自身で行われたことはなく、全面的に南ア共和国の航測会

社に委託して行われた。

1989年以降は、特別のプロジェクトのためを除けば、新たに全国を対象とした撮影は行わ

れていない。　
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（3）基本図

スワジランド国全土をカバーする基本図としては、1/50,000及び1/250,000地形図が整備さ

れている。1/50,000は31面、1/250,000は1面で全国をカバーしている。いずれもカラー印刷図

である。

1/50,000地形図は、1989年撮影の空中写真（1/150,000）により、南ア共和国によって作製さ

れた。5年ごとの修正が謳われているが、1991年の刊行以来経年変化修正は行われていな

い。同地形図の投影法はメルカトール図法である。準拠楕円体はクラーク1880、子午線の基

準はグリニッチ東経31°、緯度の基準は赤道である。等高線間隔は20メートルである。同地

形図には、地籍境界と地籍番号が表示されているのが特徴的である。

1/250,000地形図は図郭が88センチメートル×59センチメートルで等高線間隔が125メート

ルとなっており、初版は1975年に英国Ordnance Surveyによって作製された。その後3回修正

が加えられ、1989年に刊行された第4版が最新であるが、10年経過した現在、道路等の変化

が著しく、前述のように1/50,000図を基に道路の修正作業が現在行われており、1999年1月現

在1/50,000の図幅相当で全体の2/3の修正原稿が出来上がっている。

（4）オルソフォトマップ

スワジランド国では国土全域をカバーする図種として、オルソフォトマップが古くから活

用されている。

1/5,000オルソフォトマップは大いに活用され国の発展に貢献した。1972年から1979年の空

中写真に基づいており、20年～27年経過し、ほぼ寿命を迎えつつある。1/50,000オルソフォ

トマップは等高線のほか地籍境界が表示されており、土地利用情報と一体化して利用しやす

い地図として親しまれているが、1989年撮影の写真を利用しているため、10年が経過した現

在、土地利用の変化に対応していない。

加えて1/5,000オルソフォトマップと1/50,000では縮尺の相違が大きすぎ、不都合があると

いう。日本政府に要請した縮尺1/10,000のオルソフォトはdigital dataである故に1/5,000から1/

50,000オルソフォトの役割が果たせるのみならず、これを用いて既存の1/50,000ラインマッ

プの修正又は1/10,000から1/25,000クラスの新規ラインマップの作製を可能にするものと期待

される。

3.1.4　技術評価（技術、機材）

　 （1）技術力

SGDの技術力については、各部の作業体制と実績の項で述べたとおりであるが、これらを

整理すると以下のとおりである。
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・図化部門では、MicrostationのDigital Mapping Systemが取り付けられ、現在6人の熟練した

技術者がいる。

・現在、1/2,500ラインマップ35面のDigital Mappingに取りかかっており、CADソフトを利用

したコンピューター・マッピング技術力の向上が期待される。

・空中三角測量の機材、能力はなく、撮影を委託する南アの航測会社に依存しているのが

現状である。

・標定点測量は、上記委託作業に含めており、自身の経験は乏しく、現地刺針作業は技術

的に未熟である。

・地上測量部門は専ら地籍測量に従事している。

・複製機材として航空写真密着プリンターやジアゾプリンターを保有しているが、製版機

材、校正機、輪転機は保有しておらず、自営で印刷する能力はない。

結局、SGDの地図作製部門自身で実施しているのは大縮尺図の図化・編集及び1/250,000と

いう小縮尺図の編集に限られている。

中縮尺図の図化・編集及び修正には、大縮尺図とは異なる編集能力が必要とされる。南ア

国測量・地図部によれば、13面の1/50,000地形図についてベクターデータを、うち10面につ

いて、トポロジー構造をもつデータをCD-ROMでSGDに提供したという。この提供は

1/50,000地形図の修正を容易にする意図であったというが、SGDではいまだこれを用いたデ

ジタル作業はもとより、いかなる方式についても中縮尺図の経験がない模様である。SGDの

人材の薄さから、CD-ROMの提供のみでは無効であって、具体的な修正方法の細部まで教育

しなければ、自身による1/50,000地形図の修正は困難と思われる。

今後、SGD自身が基本図関連でなすべきことは、外部委託や援助によって整備された基本

情報をカスタマイズし付加価値を付けること、基本情報の更新を含む維持管理を行うことに

絞られるものと考えられる。したがって我が国の技術移転もこの範囲内で行われるべきであ

る。

SGDの現在の技術力を評価し総括すると、表3.1のように取りまとめられる。
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表3.1　測量局の技術力評価総括表

また、全体の技術力を推し量ることのできる基礎データとして、主要技術者の公的資格を

表3.2に示した。また、南ア共和国のGISソフト供給会社が実施したデジタル図化に関連した

コンピューター技術トレーニングを通したSGD内関連技術者の能力評価を表3.3に示した。

作業の種類 経　　験 備　　　考
　航空写真撮影 　　× 　すべて南ア航測会社に委託
　三辺・多角・水準測量 　　◎ 　地籍測量なら6班編成可能　
　GPS測量 　　◎ 　1班編成可能
　対空標識設置 　　△ 　相当以前に若干の経験
　刺針 　　△ 　相当以前に若干の経験
　空中三角測量 　　× 　航空写真撮影委託会社に同時委託
　アナログ図化 　　◎ 　1985年以来の経験あり
　デジタル図化 　　○ 　昨年末より開始
　現地調査 　　△ 　写真判読習熟者は二人
　アナログ編集 　　○ 　1/25万図等の編集を経験
　デジタル編集（大縮尺図） 　　○ 　昨年末より開始
　製版 　　× 　すべて南ア印刷会社に委託
　印刷 　　× 　すべて南ア印刷会社に委託
　データベース作成 　　○ 　地籍データベースをほぼ直営で実施
　GIS運用 　　× 　勉強中

×；皆無　△；僅かな経験　○；多少の経験　◎；十分な経験
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（2）機　材

現在SGDが保有する機材の多くは、新しいPCや車両を除くと、1984年英国においてOrd-

nance SurveyとOver Sea Surveyが合併した際に生じた余剰が寄贈されたものである。図化機

は３台あるが、これらのメンテナンスはRegional Center for Mapping of Resources（これはケ

ニアに本拠を置く約10か国の共同運営機関）に委託している。

1） 図化機材

・Kern　PG2　ステレオプロッター 1　

・Wild　Ａ8　　　〃 1

・Wild　Ｂ8　　　〃 1

上記各機ともMicrostation上で動くU-Smartという数値化ソフトを備えた解析図化仕様と

なっている。

2）　デジタルマッピング機材

・ソフトウェア；Microstation95 3

・　　〃　　　；UNIGIS

・ＰＣ（Acer13） 5

・プロッター；HP製Design Jet 750C Plus<300dpi> 1

・ペンプロッター；HP　Draft Master SX PLUS,GL/2 1

3） 写真処理機材

・Paper print 用自動現像機（RAPILINE95, AGFA） 1

・暗室Ａ2判カメラ（英国､1962年製） 1

・航空写真密着プリンター（KG30, Zeiss） 1

・航空写真引き伸ばし機（DE VERE 108A/F） 1

・密着地図複製機（半透明ベース用） 1

・ジアゾプリンター 1

4） 測量機材

・テルロメーター（故障中） 1

・経緯儀（セオドライト）（3台は修理不能）   14

・測距儀（Wild　DI　Distomats）   10

　　（うち4台は使用できない状態）

・水準儀（うち4台は使用できない状態）   10

・トータルステーション（GTS-211D）    2　　

・GPS受信機（Wild）  1セット（2機）
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・無線機（Walkie-Talkkies） 5セット

・発電機（修理要） 　　　 3

5）　車両

　・トヨタ　ハイラックス-ピックアップ幌付き（4駆）（1992年式） 1

　・ニッサン　ピックアップ　幌付き（4駆）（1991年式） 　　　 1

　・トヨタ　ハイラックス-D/Cab（4駆）（1991年式） 　　　　1

　・トヨタ　ハイラックス-D/Cab（4駆）（1996、7年式） 　 3　

　・トヨタ　ハイラックス-ピックアップ（4駆）（1992年式） 　1

　・トヨタ　ハイラックス-ピックアップ（゚4駆）（1992年式） 1

　・ニッサン　ピックアップ（1992年式） 　　　 1

　・トヨタ　カローラ　セダン（1997年式） 　　　 1

（3）ドナーの援助動向

SGDは1973年に英国OSより独立して以来、昨年1998年まで技術、組織運営等につき多大

なる援助を受けてきた。最近においては①組織管理能力の向上、②サービスオリエンテッド

な組織への転換、③コンピューター化の推進の分野で英国の効果的援助を受けた実績があ

る。しかし、現在はいかなる国からも援助は受けていないという。

3.1.5　測量局の評価

（1）測量局について評価すべき事項

測量局は昨年1998年まで英国Ordnance Surveyより技術、組織運営等につき多大の援助を受

けてきた。援助にあたって設定された測量局の課題は

①　組織管理能力の向上

②　サービスオリエンテッドな組織への転換

③　コンピューター化の推進

であった。

上記①の組織管理能力の向上については、3人の副局長を設け、責任の下方委譲、能動的

管理者の育成を図ったと見られる。各人、自覚的行動が見られ、所定の効果があったと思わ

れる。上記②のサービスオリエンテッドな組織への転換については、他機関へのコンサル

ティング、パンフレットの作成等、力を入れており、信頼感を寄せられていると見受け、定

着しつつあるといえよう。

スワジランド国において現在、政府機関の生産性向上運動が盛んに行われている。測量局

の業務は具体的であるため、一般に規律を維持しやすいが、局長をはじめとする職員の努力
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と英国の適切な指導の結果、この分野で測量局は内外より高い評価を得ている。政府機関内

でも測量局は模範とされ、南ア国の測量局、ソフトのサプライヤーも真面目さで評価してい

る。また幹部職員をはじめとする一部職員は、海外で教育を受け、基礎力は一定以上のもの

をもっている。

上記③のコンピューター化の推進について、英国が機材の提供とともにOJTを行ってき

た。GPSについては現在、完全に定着している。またデジタルマッピングについて、昨年11

月よりスワジランド人だけで1/2,500地形・地籍図作製事業を開始しており、着実に根付きつ

つあるといえよう。

（2）小さな組織

測量局の実数は60名である。測量局が属する資源エネルギー省（Ministry of Natural Re-

sources and Energy）の総人員は315名であり、水資源局の133人、地質調査所の109人を別にす

ると、地方水道局とともに大きな組織という。我が国国土地理院の1/10弱の職員数である

が、国土の面積が1/20、人口が1/100であることを考慮すれば決して過小とはいえない。なお

スワジランド国の現状から見れば、人員数は今後も変わらないか、場合によっては更なる減

少もあり得よう。

ただし実数60名とはいえ、運転手、掃除人等を含めた数字であり、管理部門、サービス部

門を除く測量・地図作製に直接従事する人員は20名弱と考えられる。

（3）小さな内製化率

こうした状況を反映し、航空写真撮影、空中三角測量は全面的に南アの航測会社に委託

し、自身の経験はない。また標定点測量も現在では上記委託作業に含めており、測量部隊は

専ら地籍測量に従事している。また原図ができた後の製版・印刷も全面的に南アの印刷会社

に委託し、自身の経験はない。結局、地図作製部門で自身で実施しているのは大縮尺図の図

化・編集及び1/250,000という小縮尺図の編集に限られる。

中縮尺図の図化・編集及び修正には、大縮尺図とは異なる編集能力が必要とされる。南ア

国測量・地図部によれば、13面の1/50,000地形図についてベクターデータを、うち10面につ

いて、トポロジー構造をもつデータをCD-ROMで提供されている。この提供は1/50,000地形

図の修正を容易にする意図であったというが、いまだこれを用いたデジタル作業はもとよ

り、いかなる方式についても経験がない模様である。測量局の人材の薄さから、CD-ROMの

提供のみでは無効であって、具体的な修正方法の細部まで教育しなければ、自身による

1/50,000地形図の修正は困難と思われる。

一国の測量局が全工程を内製する必要性はなく、民間会社に委託する方が合理的とする考
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え方もある。スワジランド国において総合力のある民間会社が生まれる可能性はマーケット

の規模から皆無であり、外国企業に委託するとすれば、かえって高価となり好ましいことで

はない。なによりも政府予算が著しく逼迫しており、測量局予算の3/4が人件費で消え、残

りのみが外業経費や委託費に充てられる現状では「外注の活用」は現実的でない。

（4）総合力を欠く原因

スワジランド国測量局について、真面目な勤務態度及びデジタルマッピング技術は評価で

きるものの、総合力については相当の限界があるといわねばならない。

測量局のように、業務が多くの工程に分かれる現業的組織において、すべての工程を内製

し、自身で進歩する生産技術をキャッチアップするためには、測量・地図作製に直接従事す

る人員は50名程度が最低限必要と思われる。これより少ないと、活力を維持し難いと考えら

れる。

3人の副局長は我が国の感覚でいえば課長兼係長であり、他の職員は作業員としてルーチ

ンな業務に就いている。局長はまだ45歳、副局長の一人は30歳、60歳まで身分が保障されて

いるから、人事の停滞は著しい。人事の停滞のため、職員は一つの工程に長い年月従事する

ことになり、現在の30歳台半ばの職員平均年齢が、いずれ40歳台に突入することは確実であ

り、倦怠感の発生、組織の活力低下が懸念される。職員の給与は級及び号で格付けされる

が、例えば技師から上級技師に認定が変わらない限り、これが年々上昇するということはな

い。政府は勤務成績による能力給の要素を取り入れることを検討しているというが、測量局

予算の固定している下で、家庭的雰囲気の小所帯でそれが機能するか疑問である。

スワジランド国は周辺諸国に比べれば恵まれた生活、これに起因するのんびりした国民性

と相まって、定常的業務はまじめに行うがアグレッシブに新業務に立ち向かう能動的姿勢に

欠けるという性向が現れていると思われる。

（5）小組織で可能な新技術

測量局一般において、これまでの少数の総合力をもった技術者と、各工程、各技能に特化

した多くの技能者を養成する必要があった。スワジランド国測量局の規模ではこれに対応す

るのは困難であったが、測量技術は宇宙技術・電子技術の導入により急速に変化しつつあ

る。現在の工程区分は統合され、より少数の人員で対応可能となろう。

現在のような空中三角測量や製版・印刷は早晩変化すると思われる。また新技術はコスト

の低廉化と、技術のブラックボックス化をもたらし、発展途上国においても受け入れやすく

なるのは確実である。したがって現在、既存の各工程すべての実施能力を無理にもつ必要は

必ずしもないと思われる。
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3. 2　地図等利用機関の現状

スワジランド国政府関係機関のオルソフォトマップを含む地形図利用の現状を、関連機関別に

調査した結果を以下に取りまとめた。

3.2.1　農 業 省

農業省では土地利用計画局が、SGD作製の1/5,000オルソフォトマップを積極的に活用してお

り、最大のユーザーとなっている。ここではオルソフォトマップは、土地利用の実態に即した

灌漑計画や農業に適した土地利用計画を作成するうえで、不可欠とされているほか、近年国土

保全上問題となっている土壌浸食による農地の荒廃状況の把握に役立てている。しかし、現在

のオルソフォトマップは新しいものでも20年前に作製されたもので、土地利用の現況とマッチ

しない場合が多く、その更新が強く望まれている。

土地利用計画局では、1/250,000地形図を基図としてLand  Tennure  Map（土地所有区分図）及

び、Land  Use  Map（土地利用区分図）を作製しているが、いずれも基礎資料は1/5,000オルソフォ

トマップが生かされている。また、ここでは土壌調査も行っているが、この調査では農作物の

選定に際して農民が具体的にその場所を示して、当該農地の土壌調査の依頼をしてくる場合が

あり、その場合正確な区域を絞るのにまず、1/50,000地形図に概略の位置を落とし、次に1/5,000

オルソフォトマップで地物を確認しながら依頼者の耕作地を特定するといった手順を踏むこと

にしている。

なお、土地利用計画局ではGISも手がけており、利用ソフトは Arcview  Geographics である。

3.2.2　天然資源・エネルギー省地方水道局（Rural Water Supply Branch）

当局では、地方部の集落給水計画を担当する機関であり、農業省に次ぐオルソフォトマップ

のユーザーである。その利用形態は次のようなものである。

・最初に集落の住民より水道引き込みの要望が出されるが、要望に基づいて当局が水道敷設

計画を作成する際に、具体的に給水計画の対象となる集落内の家屋を個々にオルソフォト

マップで把握する。

・その後、関係住民に対して説明集会を開催するが、その際オルソフォトマップを用いて各

戸への給水概要を具体的に説明し、了解を求める。

・導水管の敷設路線の選定にあたって、オルソフォトマップによって谷、尾根、個々の家屋

の位置を確認しながら検討する。

・また、地形図にない道路の位置、新設の様子を把握し、ルートの計画を煮詰める。
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3.3.1　AOC社

組織名：AOC　Holding (Pty) Ltd.

面会者：Mr.Martin J. Sanderson (営業部長)、Tom R. Van Rooyen(技術部長)ほか

同社は、規模では南アフリカ共和国内で最も大きい航測・地図作製会社で、2年前に組織変

えを行い、AOCを母体とし、下記の三つの子会社を設立した。

・Aircraft Operating Company (Pty) Ltd.

・AOC Mapping Technology (Pty) Ltd.

・AOC System (Pty) Ltd.

AOC本社には15人の社員しかいなく、少数精鋭化によって子会社へのアウトソーシング、外

部委託などを効率よく行っているようである。

南アフリカ共和国の測量局は地図等の作製、更新をほとんど直営で行っており、民間企業に

外注することはまれである。したがって、同社は国外の作業受託が多く、近隣諸国のプロジェ

クトの約80％をAOC社が受注しているといった状況である。最近ではJICA案件のモザンビーク

国国家基礎地図作製業務についても同社が再委託業務として空中写真撮影を行った実績をも

つ。

航測以外の主な業務は、デジタルマッピング、GISサービスがあり、上記の分社機能を生か

した作業体制を築いている。なお、同社のGISソフトはインターグラフのものが導入されてい

る。

　

3.3.2　DTM Service社

組織名：Digitatal Topographical Mapping Services (Pty) Ltd.

面会者：Mr.Steve R. Haqncock

同社は、3年前に創立された新しい会社で、本社はヨハネスブルクの郊外にある。当初5人で

スタートしたが、現在では15倍に増加している。主な業務は、デジタルマッピング、デジタル

オルソフォトの作成、GPS空中写真撮影、GPS基準点測量、大縮尺都市基盤図の作製などで、

社屋は二つの建物を利用するまでに成長している。スワジランド国のMbabameに小会社の

Swaziland Survey があるということである。

スワジランド国における都市地図（1/10,000地形図）は5年置きに更新する計画で進められてい

るが、同図の空中写真は、DTM社により撮影されたものである。

デジタルオルソフォトの作成では1ブロックを140モデル単位で実施しており、オリジナル画

像のスキャニングの精度は7ミクロンで行っている。スキャナーはZEISS社製で、出力装置には

HP  DesignJet 6500c（300dpi）を用いている。なお、同社は航空写真撮影の受託業務も行ってい

る。
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3.3.3　PHOTOSURVEY社　

組織名：Photosurveys (Pty) Ltd.

面会者：Mr. Errol Greer (技術部長)

同社は、Photogramensura（Pty）Ltd社を Groupの中核とする、Photosurveys  Group  Compayの

構成会社で、主として図化、デジタルマッピングを担当している。航空写真撮影はグループの

中心となっている Photogramensura 社が担当しており、GPS ナビを装備したカメラを備えた航

空機を2機保有している。グループ会社全体では 45～50 人の社員が在籍する。

撮影から図化、オルソフォトマップ作製、デジタルマッピング、GIS まで一貫した作業体制

が築かれており、南ア共和国、スワジランド国をはじめとする近隣諸国における豊富な実績を

有している。

同グループの空中写真撮影に係る経験は豊富であり、スワジランド国全土の撮影に対しても

自信のほどを窺わせていた。ただ、天候条件を考えた場合、撮影の時期は5月～7月がよく、そ

れ以外の時期となると経費的には割高となるようである。

3.3.4　GIMS社　

組織名：Geographic Information Management System (Pty) Ltd.

面会者：Mr.Patrick McKivergan （営業部長）、Mr.Muzi Dlamini

同社は、ArcViewシリーズのソフトウェアを軸にしたGIS技術の普及・販売を経営方針とす

る会社で、プレトリアに本社を構える中堅企業である。

同社では、ソフトウェアの販売、研修・教育のほかに、自社でもデジタルマッピングを少し

ずつ手がけており、現在1/1万の空中写真を用いてオルソフォトマップのデジタル作製を試みて

いる。

スキャニング精度は21ミクロンで、空中三角測量は20モデルを単位として実施している。

空中三角測量は単位ブロック（20モデル）当たり2時間をかけており、実用的なレベルに達し

ていない。DTM作成は2メートルグリッドで行っている。

同社において、空中写真のスキャニングのみを委託することも可能である。

なお、空中写真の撮影計画としては、下記の諸元に基づく案が考えられる。
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撮 影 計 画 諸 元

（1）　縮　尺 　　　 1/30,000（ｆ＝150mm）

（2）　撮影基準面　　 Ａブロック（標高1,800ｍ～500ｍ）基準面＝1,150ｍ

　　　　 Ｂブロック（標高   500ｍ～100ｍ）基準面＝300ｍ

（3）撮影高度 　　 Ａブロック　　5,650ｍ

　　　　　　　 Ｂブロック　　4,800m　　

（4）ラップ　 オーバーラップ　60％

　　　　　　　 サイドラップ　　30％

（5）基線長、コース間隔

基線長 2.76km

コース間隔 4.83km

（6）コース数・延長 Ａブロック 38コース（2,147km）　778枚

　　 写真枚数　　　　　 Ｂブロック 38コース（1,882km）　682枚

　　　　　　　　 南北コース　2コース（ 560km）　　合計1,460　枚

（7）撮影コース　　　　　 図3.6に示すとおり。

なお、各コースの延長と写真枚数は表3.4のとおりである。
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3. 4　土地制度と地籍データ

3.4.1　土地制度

（1）土地制度

我が国においては近代以前より、町、大字、字、地番という土地を特定する手段をもち、

それらは公図を含む様々な図面に記載されていた。スワジランド国においては帝国主義時代

のコンセッション（西洋人による土地所有権や鉱区、放牧権の租借）が見取り図や三角測量に

よる座標値で管理されていたが、これらは非常に大きな面積の土地を対象とするものであっ

て、通常の行政や、個人の土地の保全・譲渡に適当な、細部の土地を特定するシステムは、

土地制度の未発達も関係して今日に至るも確立されていない。

土地特定のシステムがないとすれば、関係者立ち会いの下で現地において崖や川、畦、小

径などの地形、立木等の植生を目印に土地を特定するしかない。しかしオルソフォトは土地

を視覚的に表示するという大きな特徴をもち、更に通常の写真と異なり土地を正確に縮尺化

していることから、距離、方向、面積等を計測することができる。したがってオルソフォト

を用いれば、現地に赴かないまま、上記のような土地の特定や記載を可能とする。

スワジランド国のこれまで使用してきた1/5,000オルソフォトは、行政のみならず民事の分

野においても、重要な役割を果たし、社会・経済の発展に多大の貢献をしてきた。しかしこ

の作成が20年以上前の1972年～1979年であり、地物の経年変化が大きく、まず大量の修正を

施してからでないと利用できないという事態が生じ、ほぼ寿命が尽きたといえよう。

（2）スワジランド国の土地保有構造

スワジランド国の国土は建前上、すべて国王のものであるが、実際には図3.7のとおり王

室領（Swadi National Land、国土の56％（80%､33%との説あり））及び政府・民間（法人・個人）

所有地（Free Hold）に2分される。

　　　　図3.7　　スワジランド国の土地所有構造模式

1.　Swadi  National  Land（王室領地）�

2.　Free  Hold

一部が王室へ�

・政府保有地�

・私有地�
・Farm  land（農地）�

・Lot （宅地）�

返却�

コンセッション�

国土全土�
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王室領地においては世襲の酋長（Chief、全国約250名）の管理下にあり、分割や譲渡など所

有権は認められていない（これらは、1/50,000地形図上で太字の枝番のない数字で示されてい

る）。したがって農耕地、住宅用地等の配分は文書による権利の移動確認などを行わないま

ま、いわば慣習法に基づいて処理されている。所有権が認められる土地は、Free  Hold とい

われるかつてのコンセッションが1973年以降西洋人によって売却され、政府又は民間（法

人・個人）に購入された土地であり、National Land 以外の土地である。これらは、法務局

（Deed  Office）に登記された土地で、「Title Deed Land」と呼ばれている。

 なお、上記以外の売却されなかった残りのコンセッションLandは、Swadi National Landと

して、王室領に帰している。

また、政府や民間（法人・個人）の所有地「Title Deed Land」は農地、住宅地に2分される。

農地の筆はFarm及びFarm番号として記載されている。都市部では住宅地として筆ごとにLot

と呼ばれ、それぞれLot番号で地籍が表示されている。

　

3.4.2　地籍データ（地籍データのオルソフォトへの重ね合わせ）

スワジランド国において地籍データは基本図の必須の構成要素である。したがって1/10,000

オルソフォトに地籍データを重ねて表示する。この判断の根拠は以下のとおりである。

スワジランド国において1/50,000地形図にも地籍境界及び地籍番号が記入されている。これ

は地籍データが土地所有権の確認や権利移動の際に必要のみならず、住所表示の役割を果たし

ているからである。このことが以下に示すようにオルソフォトの重要性と深く関連している。

①　人口希薄であるため、地名のみでは場所の指定が困難な場合が多い。一方、地籍番号は

我が国の郵便番号と同様、システマティックに付けられているのみならず全国のすべてが

薄いBookletに記載され、それには対応する1/50,000図幅の図名も記載されている。1/50,000

地形図には地籍境界及び地籍番号が表示されているから（図3.8参照）、場所の特定が容易

にできる、という仕組みである。

官公庁が地方住民からインフラ整備等の陳情を受ける場合、場所の特定はこの方法に

よって行われることが多いが、さらに大縮尺の図面上での詳しい位置の特定は住民も判読

できるオルソフォトによってのみ可能となる。

②　地籍境界は一般にアフリカの国境線のように直線であり、すなわち地形・景観と無関係

である。そのうえ、一筆地は一般に我が国に比べ極めて大きい。大きさが5キロメートル

×5キロメートル以上はごくありふれたことである。このため、地籍境界を境界杭で記録

したとしても再現性（杭の亡失）や信頼性（杭の不法移転）の問題があり現実には正確な地図

上に記載する以外に方法がない。Lot（住宅地）といえども1筆が2,000平方メートル以上はご
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3. 5　その他調査地域の諸条件　　

3.5.1　地形概況

スワジランド国は標高により大きく分けて、Highveld、Middleveld、Lowveldの三つの地帯に

分けられる。西部高地は平均標高が1,200メートルで、起伏の多い山岳が卓越し同国の最高峰

（1,862メートル）が南アフリカ共和国との国境沿いの山脈を形成している。また、首都ムババネ

をはじめとする盆地状の高原地形が広がる地域でもあり、温帯気候を示すことからリゾート施

設などが分布する（写真3.5）。

これに対して、東部地域一帯は標高が150～500メートル未満の低地地形を特徴とし、サトウ

キビやトウモロコシのプランテーションが各所に見られ、肥沃な農耕地が広がる地帯となって

いる。上記東部、西部地域に挟まれた中央部地域（Middleveld）は、起伏の緩い丘陵状の低山地

帯であるが、森林被覆を欠くうえに放牧による土壌表面の露出などにより表層土の土壌浸食が

進んだ荒廃地（Degraded Land）が散見される（写真3.6）。

このようなスワジランド国の地形の概況を、図3.10の「標高区分図」に表した。　

また、水系の発達はそれほど顕著ではないが、国土を南北に分けるように東西方向に流れる

Lusuftu川は、西部山間部に至る上流部で、この国最大の大きな谷地形を形成し、エズルウィニ

渓谷として優れた自然景観を呈す特色のある地形を形成している（写真3.7）。
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3.5.2 土地利用・植生

スワジランド国の土地利用は概して粗放であり、各集落は散居村の形態をなし、農村部は広

大な放牧地に農家住宅が点在するといった土地利用に特色づけられる。

北西部、西部、南西部の高標高地には、大規模なマツの植林（プランテーション）によって大

面積にわたって針葉樹林が分布するほか、ユーカリ植林地も比較的多く見られ、中央部、東部

低地地域が農耕地や灌木地がほとんどであるのに比べて多様な植生景観が展開する（写真3.8、

3.9）。

中央部地域や東部低地地域では、サトウキビ栽培の大規模プランテーションが各地に見られ

るほか、トウモロコシ、野菜・雑穀類等の農耕地が放牧地に混じってモザイク状に広がり、緩

やかな起伏の山頂まで草原状の土地利用景観を呈している。これらの土地はFarm Landとして

私有化された土地と、チーフ（酋長）の管理する王室領地となっており、農家住宅はまとまった

集落を形成することなく、農耕地周辺に散居群として点在する土地利用形態をなしている（写

真3.10）。

1/50,000地形図に表現されている土地利用区分を表3.5に示した。

表3.5　1/50,000地形図上の農業的土地利用区分

大　区　分 種　　別 備　　考

農耕地
耕作地（Cultivated Land）

果樹畑（Orchard) 主に柑橘類

森林地
森林 マツ、ユーカリの植林地

樹木地 屋敷林等の規模の大きいもの

荒廃地
湿地、沼沢地

岩盤露出地
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